
再造林の推進に向けた取組について 【宮崎県報告】

本県の人工林面積（民

有林）は約23万haで、そ

のうち、スギの占める割

合は72%

スギ人工林のうち収穫

期を迎えた36年生以上の

割合は78%

スギ36年生以上
７８％

（１）県内における森林資源の状況

（２）県内における素材生産の状況

人工林齢級別面積（民有林）

○素材生産量の推移

単位：千㎥

本県の素材生産量は、

近年190万㎥前後で推移

しており、令和３年は過

去最高の204万2千㎥

県の森林・林業長期計

画では190万㎥ の目標を

掲げている。

（資料：森林経営課）
地域森林計画令和3.3.31現在

（資料：農林水産省「令和３年木材統計」）

県内民有林の針葉樹の

主伐推計面積は、増加傾

向で推移している。

県内民有林の再造林面

積は、2,100ha前後で推

移している。

再造林率は、県の森

林・林業長期計画では

80％の目標を掲げている

が、70％台に留まってい

る。

（３）人工林伐採面積と再造林の状況

再造林が進まない要因として、造林・下刈作業従事者の不足や森林所有者の再造

林意欲の低下等が挙げられる。



県内における苗木生産量の推移本数(千本)県内における苗木生産量は

増加傾向にあり、令和３年度

の生産量（見込み）は665万4

千本であり、そのうちスギ苗

木生産量は619万7千本

特にスギコンテナ苗の生産

量が増加してきており、令和

３年度の生産見込み量は、平

成29年度の約３倍となる210

万8千本

（４）県内における苗木生産の現状

(年度)

伐採面積の増加が見込まれる中、適切な再造林を推進するためには、品種の明確

な優良苗木の生産拡大及び安定供給を図るとともに、コンテナ苗の活用による植付

作業の効率化や労働の平準化が必要となっている。

資源循環型林業の実現を図るため、第８次宮崎県森林・林業長期計画におい

て、下記目標を掲げている。

（５）再造林の目標と推進方針

［現況：令和元年度］ ［目標：令和７年度］

素材生産量 １９０万㎥１９９．９万㎥

再造林率 ８０％再造林面積 ２，２００ｈａ２，１３４ｈａ



（６）県の取組

年間を通じて植栽が可能なコンテナ苗を活用した伐採と再造林の一貫作業を推

進するとともに、下刈りの省力化に繋がるツリーシェルターや防草マットの敷設

などの実証、夏場を避けた下刈りの推進などにより造林・下刈り作業の効率化・

省力化を図り、併せて労働環境の改善に繋げていく。

① 再造林の効率化・省力化に向けた取組

採穂園造成や苗木生産施設整備の支援、生産技術講習会の開催など、苗木生産

者を支援し、品種が明確な優良苗木、特に通年植栽が可能なコンテナ苗の生産拡

大を図り、安定供給体制の整備に取り組んでいく。

③ 優良苗木の生産拡大に向けた取組

森林所有者が所有山林の価値を知る際の参考とするため、現在の原木価格など

について、森林所有者に広く周知を行う。

また、併せて、主伐収入と補助金を組み合わせることで、再造林・保育に必要

な費用を賄うことができることについて普及を行い、森林所有者の再造林に対す

る意識の醸成を図る。

④ 森林所有者の再造林に対する意識の醸成

苗木や資材の運搬用ドローンや遠隔操作式の下刈り機械などの導入支援を行う

とともに、レーザ計測データを活用した「新たな森林施業モデル」の検討を行う

中で、省力化機械による地拵えや下刈り等の実証、工程調査等に取り組むなど、

現場での省力化が期待される機械等の導入による新たな施業モデルの検討を進め

ていく。

② ＩＣＴ等新たな技術を活用した取組


